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説明資料



2

第六次環境基本計画案

外部不経済の内部化など市場の失敗の是正を含めた経済システムのグリーン化を進め、
市場メカニズムを有効に活用しつつ、環境保全に資する国民の創意と工夫、行動変容を
促していくことが不可欠である。

価格重視ではなく環境価値の適切な評価を通じ、相対的に環境価値が高い（環境負荷が
低い）製品やサービスの積極的な選択や、より環境に配慮した製品やサービスの創出を
促進し、新たな需要を生む好循環を形成することが重要である。

適切な政策・
規制の整備

適切なインセ
ンティブ構造

適切なナッジ
介入施策

再生可能エネルギーの普及
省エネ（節電）
ＥＶの普及

という、国の脱炭素戦略の最重要施策についての外部不経済の内部化、政策・規制とナッジ介
入の在り方を考えるケーススタディとして、当社の実施している環境省ナッジ実証事業の速報
やその背景である国際潮流、そこでの技術開発・国際連携における当社の取組を紹介し、戦略
策定に役立てていただきたい。

地域脱炭素化
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ＥＶ利用者に、送配電網における再エネ比率の高い時間帯に充電時間のシフトを促す実証実験

EVを所有する調査会社モニターを対象に、スマートフォンのアプリケーションを用いて、CO2
削減量の見える化、ポイントの付与などによる、昼間のEV充電を促進するRCTを実施した。

＜スマフォアプリの主な機能＞

・日々の充電実施の有無、充電開始時
刻、充電時間、充電電力などを記録し
履歴を確認することができる。

・各送配電会社のエリアごとの時間帯
別CO2排出係数から、昼間に充電する
ことによるCO2削減量を算出し、表示
する。

・累積充電電力量と時間帯別CO2排出
係数により算出される累積CO2排出量
から、充電した電力の平均CO2排出係
数を算定し、ランキングを表示するこ
とができる。

・各送配電会社のエリアの1日の時間帯
別の電源構成（火力、原子力、再エネ
）を積み上げグラフ表示することがで
きる。
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＜RCTの概要＞
実験期間は、2023年7月4日～7月31日（4週間）２群合計115人。
対照群にはスマフォアプリにより日々の充電情報を記録させる。介入群には、加
えてCO2削減量とそれに対する金銭的価値のあるポイントを付与し、ランキング
を表示した。

介入群対照群項 目
〇〇事前調査（利用電力会社も調査）
〇〇独自アプリケーション（Webアプリ）へのログイン

〇〇アプリで充電の記録（充電開始時刻、充電時間、バッテリー残量な
ど）

〇〇充電時の計器パネル情報（充電開始時刻など）の写真のアップロー
ド

〇CO2削減量の提示（夜間に充電した場合との差分）

〇CO2削減量に対する金銭的価値のあるポイントの付与（100円相当
/kg-CO2）

〇充電した電力の平均CO2排出係数でのラインキングを表示する
〇〇事後調査
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＜RCTの結果＞
EV所有者で1ヶ月間の日記調査に参加し、1ヶ月間の調査期間中に1回以上充電を記
録したモニターを対象とした群毎のEV昼充電率、EV昼充電電力量率、平均CO2削
減係数（モニター期間平均ＣＯ２排出原単位あるいは炭素強度）等で介入効果を
Welchのt検定により検証し、有意な差を確認した。
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公衆充電サービス大手エネチェンジ社と1,000人規模での社会実証RCTを実施した。さらに、
各ステークホルダー（電力会社・自治体等）と各種追跡実験を企画・計画・実施中



背景説明資料
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東電エリアの電源種別時間帯別発電量（2023年3月20日月曜日）
1. 太陽光に偏った再エネの大量導入で、再エネ比率の時間格差が深刻化。昼は太陽光発電の

出力停止が頻発。

2. 夜間は火力発電に依存し、脱炭素化が停滞。昼と夜で炭素強度が２倍の差異。

3. 発電・流通設備稼働率低下により、電気料金が高止まり。

当社試算
送配電網全体の

時間帯別炭素強度
（ＣＯ２排出原単位）

約３００～６００
Kg-CO2/kWh
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その背景となる２つの原則

第一原則：オフセット証書による再エネ電力の創
出：日本国内であれば、どこで、いつ再エネ発電
により創出された環境価値であろうと、地域・時
間帯に関わらず、火力発電による電力消費に伴う
ＣＯ２をオフセットが可能で、「実質再エネ電力
」を消費したと主張できる。

当該制度が生み出す再エネ格差の固定化：立地コ
ストが安い九州に太陽光発電所を立地し、昼間に
需要を超過して発電し、環境価値をオフセット証
書化し、再エネ立地コストが高い東京地域の夜間
石炭火力発電による電力と組み合わせて、「実質
再エネ電力」として供給することが一般化してい
る。その結果、時間格差・地域格差が固定化・拡
大する。

第二原則：年間一律の排出原単位：時間帯に関わ
らず年間を通して一律で算定。（電気料金を提供
する電力小売会社のオフセット証書購買量により
ほぼ決定される。）
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課題１：関東地方では電力が不足するのに、九州地方で
太陽光発電所を停止させる「出力抑制」が頻発。

課題２：東京電力エリアの家庭用電気料金（９,９１７円
/月）は、関西電力エリア（５,６７７円/月）、九州電力
エリア（５,５２６円/月）の１.７～１.８倍高い。

課題３：再エネが過剰供給され、時間炭素強度の低い昼
間への夜間からの消費シフトを「エコ」とは呼べない。
「節電」を言いながら、「昼間に電気をたくさん使って
（上げＤＲ）」という根拠が希薄化し国民は混乱。

加えて、小売・卸売電気料金単価が必ずしも発電限界費
用と連動しない（「再エネ比率が高い≠電気料金が安い
」）ため、価格シグナルも働かない。

課題４：電気料金の高騰は、ＥＶのガソリン車に対する
燃料費優位性を減じてしまい、ＥＶ普及を妨げてしまう
。ＥＶの充電時間の昼シフトを「エコ」とは呼べない。

一般ユーザーからは、「なぜ太陽光発電が止めるほど余
っているなら、格安で充電させてくれないのか。そのほ
うがエコではないか」という素朴な疑問が多数。

「再エネ」「省エネ」「ＥＶ」普及啓発に向けての障害とな
っている。

2022年8月（東京電力管内）
午前0-6時の単価＜午前9-午後3時の単価

「家庭電気代、広
がる地域差 東電
値上げで関電の7割
高も」（2023.1.27
日本経済新聞）



2023年度に３特許取得
特許7246659・特許7336816・特許7369494
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当社の取組①
消費（充電）の昼シフト
によるＣＯ２排出削減価値

の定量化



• Electrical Maps社は、世界各地域グリッドの炭素強度をリアルタイムに図示する
無料スマフォアプリを商用化
～Electrical Maps API は、24 時間 365 日のグリッド炭素強度の履歴、リア

ルタイム、および今後 24 時間の予測への世界中のアクセスを提供します。

1212

https://www.caiso.com/todaysoutlook/Pages/emissions.html

• カリフォルニア州当局は５分毎の送電網炭素強度をリアルタイムでAPI提供。英国も
同様。

世界では、時間帯別炭素強度比較が普及しつつある

リアルタイム炭素強度の国際比較が世界潮流

• 節電量の比較は難しい（既に省エネしている人が不利、電力会社は売上量が減る）
のに対し、炭素強度削減の比較は容易。（電力会社・個人のインセンティブを揃え
ることが比較的容易）
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0.00kg-CO2/kWh

0.20kg-CO2/kWh

0.80kg-CO2/kWh

0.2.kg-CO2/kWh

0.8kg-CO2/kWh
差分

0.6.kg-CO2/kWh

0.2.kg-CO2/kWh

午前１１時 午後７時

電力消費時間帯の昼シフト
午後７時から午前１１時に電力消費量を昼シフトすると１kWh当たり0.6kG－CO2を削減
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東京電力
管内

カリフォ
ルニア州

格差（倍
率）

電力消費
量(MWh)

CO2排出
量(t-
CO2)

電力消費
量(MWh)

CO2排出
量(t-
CO2)

電力消費
量
(MWh)

CO2排出
量(t-
CO2)

電力消費
量
(MWh)

CO2排出
量(t-
CO2)

① ➁ ③＝①÷➁ ④ ⑤＝①X④ ⑥ ⑦＝①X⑥ ⑧ ⑨＝➁X⑧ ⑩ ⑪＝➁X⑩

０時台 0.54 0.25 2.16
１時台 0.55 0.25 2.20
２時台 0.56 0.25 2.24
３時台 0.56 0.26 2.15
４時台 0.55 0.24 2.29
５時台 0.55 0.23 2.39
６時台 0.53 0.23 2.30
７時台 0.45 0.23 1.96
８時台 0.37 0.20 1.85
９時台 0.32 0.18 1.78 200 64 200 36
１０時台 0.30 0.15 2.00 200 60 200 30
１１時台 0.30 0.15 2.00 200 60 200 30
１２時台 0.31 0.17 1.82 200 62 200 34
１３時台 0.32 0.18 1.78 200 64 200 36
１４時台 0.34 0.17 2.00
１５時台 0.40 0.15 2.67
１６時台 0.48 0.14 3.43
１７時台 0.52 0.19 2.74
１８時台 0.51 0.23 2.22 200 46
１９時台 0.53 0.24 2.21 200 106 200 48
２０時台 0.55 0.24 2.29 200 110 200 48
２１時台 0.56 0.24 2.33 200 112 200 48
２２時台 0.56 0.25 2.24 200 112 200 50
２３時台 0.57 0.24 2.38 200 114
合計 1000 310 1000 554 1000 166 1000 240

16.6% 24.0%

炭素強度スコア

世界ランキング

炭素強度スコア

世界ランキング

炭素強度スコア

世界ランキング

炭素強度スコア

世界ランキング

炭素強度(kg-CO2/kWh) 東京電力管内
需要家A

東京電力管内
需要家B

カリフォルニア州
需要家C

カリフォルニア州
需要家D

31.0% 55.4%

評価する：需要家の期間平均炭素強度の算定
東京電力送配電網
の時間帯別炭素強
度と当該時間帯の
電力消費量の積に
より、各時間帯別
CO2排出量を求め
る。

その期間全体の合
計値を、期間全体
の当該需要家の電
力消費量で割るこ
とにより、当該需
要家の期間平均炭
素強度を求める。

これを％で表示し
たものをスコアと
する。スコアが少
ないほど、再エネ
比率が高い時間帯
に電力消費をして
いることを示し、
エコ度が高いと言
える。
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当社の特許
～消費側

電力消費・EV充電によるCO2排出量を減らすには、
①電力消費量の削減(kWh)と、
➁消費者・充電者の期間平均炭素強度(kGCO2/kWh)の削減 の両方で可能。
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再エネ1.0

再エネ3.0

インプット アクティビティ アウトプット アウトカム インパクト

省エネを促す補助金や
スマートフォンのアプ
リケーション

2050年ネットゼロエ
ミッション

電力消費量の削減(kWh)
≒

電力消費に伴うCO2排出量の削減(kG-CO2)

省エネエネルギー活動

省エネを促す補助金や
スマートフォンのアプ
リケーション

2050年ネットゼロエ
ミッション

電力消費に伴うCO2
排出量の削減
(kG-CO2)

〇電力消費量の削減
(kWh)
〇タイムシフト
(kG-CO2/kWh) 

〇省エネエネルギー活
動
〇タイムシフト活動

電力消費によるCO2排出量ゼロ化に向けたEBPMフレームワークのアップデート
かつては、どの時間帯においても炭素強度(kG-CO2/kWh)に大差はなかったため、アクティビティとしては節電のみ
を考えればよく、アウトカムとしての電力消費に伴うCO2排出量の削減(kG-CO2)は、アウトプットとしての電力消費
量の削減(kWh)と一体化していた。

これに対し、現在では、炭素強度は時間帯ごとに大きく変動するため、アクティビティとしては、節電に加えて、同
じ使用量であれば、電力システムにおいて再エネ比率が高く、炭素強度が相対的に低い時間帯にタイムシフトするア
クションが求められるようになっている。

これに呼応して、EBPM手法により管理されるべきアウトプット指標として、電力消費量の削減(kWh)のみならず、各
需要家毎にユニークなの期間・加重平均炭素強度(kG-CO2/kWh)を追加することが望ましいと言える。

言い換えれば、アウトカムとしてのCO2排出量の削減(kG-CO2)は、アウトプットとしての電力消費量の削減(kWh)と
各需要家の期間・加重平均炭素強度(kG-CO2/kWh)から求めるのが適切化しているとも言える。



17＊走行時のみ
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スマートメータの
電力消費量

オンサイト再エネの
発電量

送配電網の
時間別炭素強度

家庭の
電力消費削減量

家庭の
炭素強度削減量

家庭の
CO２削減量

３つのデータを用いた３つの見える化

過去（AI要因分析）⇒ 現在 ⇒将来（AI将来予測・ベースラインの設定）
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サイバー創研は、電力データ管理協会のデータ利用会員となる。全国・全世帯のスマートメータで計測
される売買電量ビッグデータのリアルタイム取得も可能に。



時間帯別
電力消費量

時間帯別
電気料金

3. DR：制御と測定
ΔkWとタイムシフト

他律自動
＝参加の行動変容

自律自動
＝設定の行動変容

自律手動
＝行動変容

時間帯別
CO2排出量

時間帯別排出係
数

時間帯別
電気料金単価

年間
電気料金

年間
CO2排出量

年間
電力消費量

年間需要家
CO2排出係数

1. 電力消費量
計測

2. 電気料金
算定

時間帯別
実施量年間実施量

4 CO2排出量
算定

DR報酬
テーブル

年間
DR報酬

ベースライン
予測値

目的 取得・算定されるデータ 定数表
（テーブル）

ナッジ：
目指すべき行動

ナッジ：
示すべき指標①

ナッジ：
測定すべき成果指標①

ナッジ：
示すべき指標➁

ナッジ：測定すべき成果指標➁



当社の取組➁

発電（放電）の夜シフト
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2023年度に３特許取得（①と同じ）
特許7246659・特許7336816・特許7369494
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全時間帯で脱炭素化する（再エネの全時間同時同量を達成）には、
①消費を減らし、発電を増やす量（横軸）の行動変容だけではなく、
➁消費の昼シフトと、発電の夜シフト、需給の相互追従という時間（縦軸）の行動変容も必要
ところが、電気は、いつ使っても、作っても同じ値段、Jクレジットもいつ作っても同じ価値。
行動変容の成果（KPI）を正確に評価する仕組みが必要。～今年４月以降に２つの特許を取得
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0.00kg-CO2/kWh

0.20kg-CO2/kWh

0.80kg-CO2/kWh

0.2.kg-CO2/kWh

0.8kg-CO2/kWh
差分

0.6.kg-CO2/kWh

0.2.kg-CO2/kWh

午前１１時 午後７時

再エネ発電の夜シフト：再エネ発電を蓄電池に充電して夜に放電する
午前１１時に午後７時に再エネ発電量を夜シフトすると１kWh当たりのCO2排出回避量
が0.6kG－CO2増加する：蓄電池の再エネ電力タイムシフト価値：ΔCO2価値
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同様に、、、

再エネ電力の絶対価値は不変
（０はいつでも０）

しかし、再エネ電力のCO2排出回避の力は、
相対的であって、
その時の、送配電網の電気のCO2の濃さ
（再エネ比率）で大きく変わる

再エネはいつ作っても同じCO2排出回避価値
ではない

なぜなら、電気は貯められないので、時間に
よって需給が変わるから。

作りたてのカレーライスの絶対価値は不変

しかし、カレーライスの「美味しさ」は
食べる人によって異なり、
特に、その人がどれだけおなかが
空いているかで大きく変わる

カレーライスのありがたさ（食欲を満た
す力）はいつでも同じではない。

ご飯を食べたばかりにカレーライスを
出されても
それほどありがたくないが、１日絶食を
したあとはとても美味しい

なぜなら、人間は定期的にカロリーを
摂取しなかればいけないので、
空腹度で需給が変わるから。

当社の「カレーライスの美味しさ
相対性理論」
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当社の特許➁ 発電側
再エネ発電によるCO2排出回避量

発電電力量(kWh) X 発電者の発電時の系統炭素強度(kGCO2/kWh)の期間加重平均

なので、 CO2排出回避量を増やすには、

発電量(kWh)の増加と、期間平均炭素強度(CO2排出回避係数）の増加の両方で可能。
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２００円

蓄電池の初期投資コスト
減価償却費

２００万円/1万サイクル
２００円/一サイクル

６０円
放充電ロスによる仕入れ

電力料金増加
１０KWHX３０％X２０円

２１０円
電気料金の昼夜間格差
による収益増加

７KWHX（５０円ー２０円）
あるいは

KW価値30円/ΔkW

支出
△２６０円

収入
２１０円

差引
△５０円（赤字）

補助金
６０円

差引
＋１０円

（補助金で収益確保）

ストレージパリティの達成困難性
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２００円

蓄電池の初期投資コスト
減価償却費

２００万円/1万サイクル
２００円/一サイクル

６０円
放充電ロスによる仕入れ

電力料金増加
１０KWHX３０％X２０円 ２１０円

電気料金の昼夜間格差
による収益増加

７KWHX（５０円ー２０円）

支出
△２６０円

収入
２８２円

差引
＋２２円（黒字）

７２円

ΔCO2排出回避量のマネタイズ
で達成確率が向上

２１０円
夜のCO2回避量

0.8X7＝5.6kg-CO2

昼のCO2回避量
0.2X10＝2.0Kg-CO2
タイムシフトで
3.6ｋg-CO2
の排出を回避

20円/kg-CO2とすると
72円のΔ価値



当社の取組③
より実践的で精度の高い
再エネ電力取引

と
社会訴求によるプッシュ型
バーチャルマイクログリッド

28

2023年度に１特許取得済み（特開2021-043669）
さらに後述の国連24/7C手法を商用化するための特許（特願2023-
195913）を出願済み（2023年11月）。米国・ＥＵ・中国への出願を準
備中



国連：24/7 Carbon Free Energy Compact（24/7C)
Google・Microsoft・米国連邦政府が主導する国連24-7Cと、関連団体のEnergyTag（ベルギー
）は、RE100基準を進化させ、「再エネ需給の時間帯別・地域別同時同量」を担保する環境証
書取引の世界標準化を進める。

「ある時間の電力消費は、同日・同時間帯・同地域の再エネ発電による証書でしかオフセット
できない」という単純明快なルール。実質的な再エネ電力の事後取引⇒時間・地域格差問題の
解消

当社は、国連から特許手法が評価され、 2023年６月に24-7Cに加盟が認められ積極的に参画
している。

29
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X

◎

△

？

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

X

X

トラッキング証書トラッキングの
ない証書

スーパー
トラッキング

証書バーチャル
PPA

コーポレート
PPA

1.Time-matched 
procurement

1時間毎の厳格な同時同量

2. Local 
procurement

同一系統内での取引

国連コンパクト
24/7 Carbon-free 
Energy Compact

Principles 1.いつ＝何時に

X X

2.どこで＝どの系統で

3.誰が＝どの発電所で

4.何を＝再エネ発電を

5.どうやって＝どの再エネ種別で



DX

GX

電力消費と発電量（30分値）の取得

EV充電データの取得 AIディスアグリゲーション解析送配電網の時間帯別炭素強度

A 評価（脱炭素貢献度）
①消費者
➁発電所
③蓄電池（V2H）のタイムシフト価値

電力卸売市場（JEPX)取引価格 AI予将来需給予測・価格予測

C 制御
① 電力需給の最適化
② 電力価格の最適化
③ 炭素強度の最小化

B 取引
国連の提唱する24-7手法を用いたタイ
ムスタンプ付再エネ証書（電力）の取引

信州・全国GXコミュニティ構想
• 市民の自発的意思により、再エネ100％のバーチャルマイクログリッドを創生する。

31
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2027年：地域新電力を設立（プル型でなくプッシュ
型）「安い再エネ電力の売り手」と「高い買い手」を
増やし、電管協データで、時間同時同量性が見え、バ
ックアップ電源と法人需要家・電力小売が確保できた
ところ（採算性が見通せる）で、地域新電力会社を設
立。環境・社会負荷の低い再エネ電力の地産地消と域
内で資金循環される仕組み。

2037年：リアルマイクログリッドへ
地域の配電用ライセンスを取得し、、リアルマイ
クログリッド事業を開始。
上水道や通信網、人流・物流などの「里山集落と
都心をつなぐ細い線のライフライン」を防衛。

域内プロシューマとEV・一般消費
者が自主的に参加する環境価値（
実質再エネ電力）取引⇒バーチャ
ル・マイクログリッドの形成（環
境省ナッジ事業として実証開始）
〇参加したい人だけが参加するオプト・イン
方式。少数でもコスト負けしない運営。
〇民間企業が参加者を募集し、実行するので
、行政は非公式支援でよい。
〇外形的には電力取引事業ではなく、「Jク
レジット・非化石証書仲介業」なので容易に
事業開始可能。法律や既得権を侵害しない。
〇国連や米国政府が24-7をポストRE100の世
界デファクト基準化を図っているので、早晩
、外圧により、証書取引は国内にも普及と思
料（日本型コミュニティモデルの発信）
〇バーチャルなので地面に縛られず、近隣や
同一送電網の関係人口も巻き込める。
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現行の政策・規制や、それを踏まえた運用ルールは必ずしも長期不変ではなく、国際情勢で突然大き
く変更される可能性もある。

GHGプロトコルの改訂における議論（2024年に改訂案を公表予定）

①Hourly matching（時間同時同量）のルール化：再エネ電力供給と電力消費の時間帯毎の同時同量
の担保（需給マッチング）：非化石証書やJクレジットは、いつ発電・創出された証書で、いつ消費し
た電力でのオフセットが許容されている。（RE100を管理するCDPは、その課題を指摘し、暫定的に
適用を認めている経緯）。

➁再エネ電力の追加性の担保：送配電ネットワーク上で新しく建設・運転される再エネ発電設備から
の調達（追加性）の担保を再エネ・脱炭素主張の条件にする可能性。この場合古くからある再エネ発
電所設備は適用対象外となる。

③Scope2のマーケット基準において、再エネ・脱炭素を証明する証書の使用を禁止する可能性。（一
方で、①のルールを前提とした「オフセット証書」に限り認めるという解釈もある）。現行運用基準
での非化石証書・Jクレジットでの再エネ・脱炭素主張が認められなくなる懸念。
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オフセットスキームでの脱炭素主張の禁止
EＵ議会：CO2排出オフセットスキームにより、
製品が環境に与える影響を中立的、低減的、また
は肯定的に主張することを禁止する指令案を
2024年1月に採択した。（ただし特に電力分野に
ついての記述はないことに留意）

30年前の欧州基準に拘泥する危うさ：Ｊクレジット・
非化石証書は、欧州で90年代に始まった由来証明（Ｇ
Ｏ・ＲＥＣ）に倣っているが、欧米では「リアル再エ
ネ化の動き。新欧州基準の導入を日本に迫る「黒船来
航」の可能性がある。ＪクレジットをＲＥ１００に認
めるかはＣＤＰに決定権限がある。炭素国境調整メカ
ニズムの議論とも関連。（例えば、日本で生産された
自動車のＥＵ輸入時にＪクレジットで引き当てられた
再エネ電力を認証しない等のリスクを孕む）

オフショア取引の主流化
欧州エネルギー取引所（EEX）の日本国内分の電
力先物取引高はＪＥＰＸ全体約定量の10％を超え
、急激に増加。電力取引のオフショア化は、カー
ボンクレジット・再エネ電力取引のオフショア化
に波及する可能性がある。

電力・再エネの金融化・証券化・デリ
バティブ取引に遅れる日本：ＪＰＸで
のカーボン・クレジットの直近一日平
均売買高は1,752t-CO2（400万円）と
極めて低調。（商品性の低さ）

電力取引・電気料金のＤＸ化・高度化
ＡＩを駆使して発電者と消費者をマッチングし、
双方のリスク・価格選好等に応じた最適なオプシ
ョンを提供するプラットフォーマー（Kraken・
オクトパスエナジー）が欧州で急激に台頭。

情報検索のGoogle、航空券のAmadeusや、書籍の
Amazonのようなサーチエンジンと最適化（データ領
域）に電力サプライチェーン価値の源泉が移行。）
オクトパスエナジーは日本に進出済みで、東京ガスと
連携し、さらに他電力との連携の可能性が高い。再エ
ネ領域への拡張も近いものと思料。

「リアル再エネ電力取引」段階でも再びデファク
トを取りに来る欧米勢（24/7C,EnergyTag)

パラダイムシフト期の基準策定競争に乗り遅れる（競
争が起きていることすら知らない）日本勢

発電・消費ビッグデータのクラウド化（電管協） 世界最大のビッグデータはオフショアでも取得可能
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制作・流通・小売プラットフォーマー 制作・流通（取引）・小売実店舗

海外プラットフォーマーの台頭で、伝統的な旅行代理店・書店・レンタルビデオ店の多くは市場退出した。
再エネ電力取引の証券化・金融化・デリバティブ化、AIを駆使したマッチングエンジンの高度化、ビッグデ
ータのクラウド化・オープンアクセス化、取引のオフショア化で、「発電者・流通者・小売事業者」という
伝統的な秩序ある電力のサプライチェーンは溶解する危険性を孕む。既に萌芽が見られるように、事態は国
内法規制の外側で進行し、「気づいたら外資に乗っ取られていた」という事態が２～３年以内に起こりかね
ないと当社は思料。価値の源泉はオフショアデータに移行し、国内勢は単にインフラの管理人に成り下がる
リスク。

Amadeus

Amazon

Netflix

YouTube

Google

EURONEXT

Octopus

JPX

JEPX



EV昼充電協議会

36
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超えられない壁と相互不信ー「EV充電と電力システム」「電力システ
ム再エネ」は語るが、日本では誰も３つを一辺に語らない。
イーロンマスクの目線に立って「不」を解消できれば絶大なビジネス
チャンス

EVの不：
〇充電インフラ未整備で
「遅い・高い・まずい」
ついにスーパーチャージャー
では、1kWh70円！
「電費＜燃費」も近い
〇「本当の再エネ充電」を語
るプレーヤーは皆無

再エネの不：
〇地域に愛される再エネ電力の
普及が遅い。
〇蓄電池が普及しない。
〇時間・地域の格差が激しい。
〇欲しい時に、欲しいところで
使えない。「出力停止するくら
いならただで充電させて
ほしい。

電力システムの不：
〇資源価格に連動し電気料金
が高騰。関東は関西の1.7倍
〇再エネが昼間に集中するた
め、コストの高い火力発電を
夜間に稼働させ、流通設備の
稼働率も低下し高コスト体質
〇分散・デジタル・双方向へ
の政策・市場・技術変革が追
いつかない
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官民連携「昼充電推進プロジェクト」
を当社が中心となり立ち上げ
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2023年10月発足。
目的：EV昼充電推進プロジェクトを
企画・実行
ビジョン：EVの普及を、電力システ
ムの脱炭素化・安定化と共に達成する
こと。
共同代表：

酒井直樹：㈱電力シェアリング代表
石井啓介：㈱141 マーケティング代表
事務局：一般社団法人ナッジ推進協議
会に設置

1. EV昼充電推進協議会について



1. ENECHANGE㈱
2. ユアスタンド㈱
3. テスラ・オーナーズ・クラブ・ジャパン
4. MCリテールエナジ―㈱
5. Zenmov㈱
6. ㈱アイディーエム
7. ㈱ジェイ・ディー・パワー ジャパン
8. Powerledger（豪州）
9. ㈱Opening Line
10. ㈱GLODAL
11. ㈱EXPERIMENTS
12. グリーンプラス㈱
13. ㈱HYAKUSHO
14. ㈱NAC
15. ㈱一般社団法人ナッジ推進協議会
16. ㈱141 マーケティング
17. ㈱電力シェアリング 40

発足時参加企業・団体

順不同

参加企業：一部抜粋
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添付資料
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太陽光等再エネ 火力 出力停止 42

電力システムの脱炭素化の発展段階

再エネ1.0 再エネ2.0 再エネ3.0 再エネ4.0
FITによる供給側の喚
起～太陽光に偏重

コーポレートPPAによ
る需要側の喚起～太陽
光に偏重

時間・地域格差が深刻
化

全時間帯・全地域の
再エネ需要・供給同
時同量

時間帯別の再エネ電力比率
＊数字はイメージ
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再エネ比率と電力卸売価格は必ずしも反比例の関係にない。
一定の条件下では、JEPX価格も再エネ比率の高い昼の方が深夜よりも高い状況が発生している。巷間いわれる「再
エネ比率とJEPX価格は反比例するのだから市場に任せれば脱炭素化が進む」というのは必ずしも正しくない。

2022年4月（東京電力管内）
午前0-6時の単価＞午前9-午後3時の単価

2022年5月（東京電力管内）
午前0-6時の単価＞午前9-午後3時の単価

2022年6月（東京電力管内）
午前0-6時の単価＜午前9-午後3時の単価

2022年7月（東京電力管内）
午前0-6時の単価＜午前9-午後3時の単価

2022年8月（東京電力管内）
午前0-6時の単価＜午前9-午後3時の単価

2022年9月（東京電力管内）
午前0-6時の単価＜午前9-午後3時の単価
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再エネ比率と電力卸売価格は必ずしも反比例の関係にない。

東京電力管内2022年4月・5月においては、昼間のJEPX約定単価が夜間・深夜よりも安くなるので、再エネ比率が
高い時間帯の電気料金や安い、すなわち価格シグナルが順目で働き、再エネ電力消費へのインセンティブが付与さ
れる（左図）。
一方で、東京電力管内2022年6月～9月においては、火力発電比率・炭素強度が高い深夜のJEPX約定単価が、再エ
ネ比率が高く、炭素強度が低い昼間よりも安くなるので、すなわち価格シグナルが逆目で働き、再エネ電力消費へ
のディスインセンティブがとなる（右図）。
卸売電気料金が逆目の場合、小売料金で順目とするのは持続可能でない。
従って、根本的な解決策としては時間帯別の炭素税や需要家同士の排出権取引などが検討されるべきだが、まずは
節電ポイントの応用系としてのタイムシフトポイントの付与による金銭的ディスインセンティブの相殺や、ナッジ
による非金銭的インセンティブの付与が求められる。
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同時同量性を担保しないコーポレートPPAのもたらす合成の誤謬
再エネ2.0段階を迎え、心ある需要家が、既存電源でなく、新規に建設する追加性のある太陽光発電を、コーポレートＰＰＡ
により調達しようとする動きが活発化し、新聞紙上を賑わしている。
コーポレートPPAの定義は、「再エネ電源の所有者である発電事業者 と電力の購入者(需要家等) が、事前に合意した価格及
び期間における再エネ電力の売買契約を締結し、需要地ではないオフサイトに導入された再エネ電源で発電された再エネ電
力を、一般の電力系統を介して当該電力の購入者へ供給する契約方式。」である。
この時、期間を通算して、太陽光発電量と需要家の消費量をマッチングしていることが多いが、一方でその同時同量性を確
保していない場合が多い。この場合、昼間の太陽光発電の余剰電力は、他の需要家や市場等に売却し、CO2排出削減価値の
みを証書化して取り置き、夜間の不足電力は火力発電等の電力を別途調達し、これに取り置いた再エネ証書と合成すること
で、「実質再エネ」と称することが多い。
しかしながら、この「実質再エネ」と同時同量性を完全に確保した「リアル再エネ」を同一に扱う現状では、再エネのタイ
ムシフト価値が埋没し、蓄電池等を設置する等の新規追加投資のインセンティブが働かない懸念がある。
太陽光発電がオフサイト・オンサイトで急増した場合、ますます再エネの昼夜間格差が拡大して、夜間の火力発電稼働によ
る炭素強度の高止まりを招きかねない。
そこで、需要家の期間平均炭素強度を測定し、これにより産業向けには排出権取引、家庭向けにはタイムシフトポイントを
用いたナッジ施策により需要の昼シフトを図る一方で、再エネ発電者の期間平均CO2排出回避度を測定し、発電者へのプレ
ミアム付与、とりわけ家庭（プロシューマ）にはタイムシフトポイントを用いたナッジ施策を講じるべきである。
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同地域同時同量性を担保しないバーチャルコーポレートPPAのもたらす合成の誤謬
バーチャルPPAは、コーポレートPPAの応用系とも言える。日経BP社の定義では、「バーチャルPPAとは、新設し
た再エネ発電所が生み出した電力と環境価値を別々に流通させる仕組みで、電力は連系するエリアの卸電力市場に
売却し、環境価値については再エネ電源を確保したい需要家に長期契約で販売する。」となっている。
このような場合、同時同量性が担保されないばかりか、場所の同時同量性も担保されないリスクがある。
例えば、比較的低コストで建設可能な九州地域で発電所を建設し、東京で消費することも場合によっては認められ
うる。
この場合、より立地環境の良い九州地域に再エネ発電が一層集中し、立地環境の良くない関東地域との再エネ導入
格差が一層拡大する懸念がある。
現在、系統連系の拡大投資が議論されているが、追加的系統連系の費用対便益と、バーチャルＰＰＡにより再エネ
格差を拡大させることによる費用対便益について、十分な議論がなされているとは必ずしも言えない状況にある。


